



























The Energiewende requires large-scale expansion of energy grid in Germany. In July 2011 the German Parliament passed an Energy 
Legislative Package which contains the Grid Expansion Acceleration Act. It aims to accelerate planning and approval procedures. If the 
planned high voltage grid crosses national or federal borders, these decisions are taken in three steps: Federal Requirements Plan, Federal 
Sectoral Planning and Planning Approval. This Article mainly describes the second step, namely Federal Sectoral Planning, as a new 
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あ る 計 画 確 定 手 続（Planfeststellungsverfahren）
を 経 て、 事 業 許 可 と し て の 効 果 を 有 す る 計 画 確 定
決 定（Planfeststellungsbeschluss） が 下 さ れ
る こ と が 必 要 で あ る。 各 個 別 法 に 独 自 に 置 か れ て



































続 い て 整 備 す べ き 道 路 の 始 点・ 終 点 や 大 ま か な 経
路、既存の道路網との接続の仕方などが、路線決定
（Linienbestimmung）によって定められる（連邦長距









電 線 整 備 の 需 要 増 大 を 受 け て、 一 部 の 優 先 す べ き
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（2）　 連 邦 個 別 計 画 の 策 定 手 続 の 中 で も、 予 定 路
線 の 選 定 材 料 と な る 諸 利 害 を 幅 広 く 把 握 す る た め
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ぜならこの迅速化法15条は、「連邦個別計画の拘束力」
との表題が付されているとおり、連邦個別計画から発生す
る法効果の側についての規定であり、どのように連邦個別
計画を定めるかという法律要件の側については、むしろこ
れまで言及してきた迅速化法5条に規定されているはずだ
からである70。そうであるとすれば、同法15条1項2文は、
将来策定される州の国土整備計画が連邦個別計画の内容に
拘束されるこというにとどまり、既に存在する州の計画は、
ここでは念頭に置かれていないということになろう。迅速
化法案における同規定の趣旨説明でも、述べられているの
は州に向けられた要請であった71。
　このような仕組み解釈に従えば、検討している予定路線
が国土整備の目標規定と相容れない場合には、それに対す
る異議（Widerspruch）を申し立て、所定の要件が満た
されてはじめて拘束力が解除されるという、国土整備法上
の特別な制度を利用すべきであるということになる（国土
整備法5条）72。この制度では、国土整備計画の策定中でも、
もしくはエネルギー転換前の価値判断により策定された目
標規定との対立がある場合などには、事後的にでも、連邦
は異議を申し立てることが可能である。
　もっとも、迅速化法15条の射程を、このように将来策
定される国土整備計画に限定することに対しては、連邦の
行政機関が利害調整を一手に引き受けることで、複数の州
や国を横断する送電線整備事業の迅速化を図るという法の
目的（1条）に照らした批判は、十分考えられよう73。そ
の場合、目標規定の厳格な拘束力を否定することによって、
確かにその目的の達成が期待される一方で、やはり連邦個
別計画の審査対象の基礎的な要素が、目標を含む国土整備
の諸要請との整合性確保にあるという点を念頭に置きつ
つ、慎重な考察が必要となると思われる。いずれの説をと
るにせよ、連邦個別計画は州の計画に対して「原則として
（grundsätzlich）優先する」という法効果が何を意味す
るのかについても、更なる検討が必要となることにも鑑み
れば74、ドイツにおける今後の議論の行く末には、暫く見
通しが立ちそうにないといわざるを得ない。
Ⅴ．むすびにかえて
（1）　これまでみてきたように、迅速化法に基づく新た
な法制度では、予定路線の決定という最も難しい局面を担
う連邦個別計画の段階で集中的に利害調整が行われ、そこ
で解決済みとされた問題が、後続の計画確定手続の段階で
再び蒸し返されないことによる問題の階層化の仕組みに
よって、送電線整備手続の大幅な迅速化が目指されている。
しかしながら、そのような制度設計は、既存の複数の計画
手法を織り交ぜたような連邦個別計画の難解な性質を生み
出し75、それにより手続法・実体法の両面において、手続
迅速化の効果を左右する不明点を多くはらんでいる。とり
わけ急がれるのは、連邦個別計画を策定する際の審査ない
し較量の内容について、理論的体系化がなされることであ
ろう。
（2）　とはいえ見方を変えて、そのような連邦個別計画
の内容解明に、現代国家が持続可能な発展を続けるための
ひとつの手掛かりを見出そうとするのは少々大げさであろ
うか。自然環境・景観の保全や居住地域、交通施設などに
よる様々な土地利用との起こり得る衝突をできるだけ早く
回避すべく、較量を通じて広域的かつ分野横断的観点から
諸利害を同時進行的に調整するための検討プロセスの体系
化は、未曾有の自然災害や自然生態系の変化、インフラ事
業によるイムミシオンへの対応など、不確実さを抱える多
くの現代的政策課題に共通して求められることであろう76。
そのことは、冒頭に触れた立地規制による風力発電施設の
普及促進にも当てはまる77。そうであれば、連邦個別計画
に求められる「あらゆる公的・私的利害の包括的な較量」
の内容を明らかにすることで、現代版土地利用計画のあり
方を探る手掛かりとなるように思われるのである。すなわ
ち、従来のように単に土地利用を確保しておくという意味
にとどまらない78、国土の将来像をいかに持続可能な方法
で形成していくか、いってみれば未来創造的な土地利用計
画とはいかなるものかについても、何らかの理論的示唆が
得られるのではなかろうか。
　そのような問題意識をもって改めてドイツに目を向ける
と、国土整備計画や計画確定、連邦個別計画など、土地利
用に関する各種計画手法に応じた様々な較量の特色がある
ことを踏まえ、「適応（順応）的な（adaptive）」較量と
は何かを明らかにしようとする試みがあることは興味深
い79。「適応（Adaption）」というと、「緩和（Mitigation）」
と並ぶ気候変動への対応の仕方として馴染みがあるが、こ
こではそれは気候変動にとどまらない、経験による予測や
評価が通用しない現代的な政策課題全般を対象とした、極
めて広い意味で使われている。こうした考察を更に進める
一助となるであろう、連邦個別計画をめぐる今後の議論の
展開を引き続き注視していく必要がありそうである。
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